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第１章 総 則 

 

１ 計画の目的 

この計画は、津波が発生した直後から津波が収束するまでの間、及び地震発生による津

波の恐れがないことが確認されるまでの間、住民等の生命及び身体の安全を確保するため

の避難計画である。 

 

２ 津波の想定 

 想定津波高は、千葉県が平成 24 年度に発表した津波浸水予測図のうち、津波高 10ｍ（最

悪のケース）とし、津波到達予想時間は元禄地震を想定し地震発生 30 分後とする。 

 

３ 用語の意味 

 この計画において、使用する用語の意味は次のとおりである。 

用 語 用語の定義等 

津波浸水想定区域 

 想定する津波が陸上に遡上した場合に、浸水する陸域の範囲をいう。

過去の津波の浸水地域や津波シミュレーションによる津波の浸水区域

に基づき定める。本計画では、千葉県の津波シミュレーション結果に

基づき定めた。 

避 難 対 象 地 域 
 津波が発生した場合に避難が必要な地域で、津波浸水想定区域に基

づき市が指定する地域をいう。 

避 難 困 難 地 域 
 津波の到達までに、避難対象地域の外（避難の必要がない安全な地

域）に避難することが困難な地域をいう。 

避 難 路 
 避難目標地点まで安全に到達できる経路で、市が指定する主要道路

をいう。 

避 難 経 路  避難する場合の経路で、住民等が設定するものをいう。 

津 波 避 難 ビ ル 

 津波浸水想定区域内において、避難者が、一時もしくは緊急に避難

する施設で、市が指定したもの、又は住民等が当該建物の所有者等と

協議・交渉の上、設定したものをいう。 

津 波 避 難 場 所 

 津波の危険から避難するために、避難対象地域の外に定める施設を

いう。市が指定するもので、情報機器、非常食糧、毛布等が整備され

ていることが望ましい。 

津 波 避 難 拠 点 

 津波浸水想定区域内にある津波避難ビル、津波避難タワー、及び津

波浸水想定区域に近い建物や高台などの津波避難場所等の総称をい

う。 

避難行動要支援者 

 災害発生時において避難情報の入手、避難判断又は避難行動を自ら

行う事が困難な者で、身体障害者、精神障害者、知的障害者、要介護

認定者、一人暮らしの高齢者、高齢者のみの世帯及び難病患者等をい

う。 

全国瞬時警報ｼｽﾃﾑ 

（ J - A L E R T ） 

気象庁から送信される気象関係情報や、内閣官房から送信される有

事関係情報について、人工衛星を利用して地方公共団体に送信し、市

町村の同報系防災行政無線を自動起動するシステムをいう。 

 

４ 計画の修正 

 この計画は、想定津波に関する国・千葉県のシミュレーション結果や検討内容、土地等

の活用状況の変化に合わせ、必要に応じて適宜修正を行う。 
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第２章 津波避難計画 

１ 津波浸水想定区域 

 千葉県が平成 24 年 4 月に発表した津波浸水予測図に基づき、津波浸水想定区域は以下に

示す区域とする。 

津波予測検討ケース：津波高 10m 施設あり及び津波高 10ｍ施設なしのうち最大のケースを合算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 津波浸水想定区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜シミュレーションの限界＞（津波避難計画策定指針（平成 28 年 10 月改訂版,千葉県）） 

津波は、地震の規模や発生地点、波長、海底や海岸の地形等の様々な要因により、津波高や到達

時間、挙動が大きく異なります。シミュレーションは津波浸水予測図を作成するのに有効な手法です

が、その利用にあたってはシミュレーションの限界を理解しておく必要があります。 

津波シミュレーションの結果は、津波災害のシナリオの１つであり、津波が浸水する様子を概略的に

把握するものと認識しておくことが重要です。 

① 海底地盤の変形の想定の限界 

津波の大きさは地震による海底地盤の変動の大きさ（高さ）に左右されます。シミュレーションでは平

均的な海底地盤変動を想定するため、局所的に大きな地盤変動があった場合は想定する津波の大き

さと異なる場合があります。 

② 到達予想時間の想定の限界 

地震の本震前に、前震やなんらかの原因で津波を生じさせる場合があり、本震による津波よりも早く

津波が到達する場合があります。 

③ 局所的な変動の再現が困難 

実際の津波は、わずか数十メートル離れるだけで津波の高さが大きく異なる場合があります。千葉県

で実施した津波シミュレーションは 10.0ｍメッシュ（計算格子）、または 12.5m メッシュの計算値であり、

局所的な変動は表現できない場合があります。 

また、浸水予測は建物、構造物を詳細に計算したものではなく、地域の土地利用状況を考慮して算

出したものであり、局所的な浸水は表現できていない場合もあります。 
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２ 避難対象地域 

 避難対象地域は、表１に示す区を対象とし、その範囲を図２（P.7）に示す。 

  

表 1 避難対象地域に該当する区 

小学校区 番号 区名 緊急度  小学校区 番号 区名 緊急度 

中央 1 十日市場岡区 Ｃ  

飯岡 

28 永井岡区 Ｂ 

矢指 

2 十日市場浜区 Ａ  29 東町区 Ａ 

3 椎名内岡区 Ｂ  30 西上町区 Ｂ 

4 椎名内東町区 Ａ  31 西下町区 Ａ 

5 椎名内仲町区 Ａ  32 横根東浜区 Ａ 

6 椎名内西町区 Ａ  33 本町区 Ａ 

7 東足洗区 Ｂ  34 川端町区 Ａ 

8 西足洗岡区 Ｃ  35 小網町区 Ａ 

9 西足洗浜区 Ａ  36 広網町区 Ａ 

10 野中区 Ａ  37 大崎町区 Ａ 

11 足川岡区 Ｂ  38 八軒町区 Ａ 

12 足川浜区 Ａ  39 並木町区 Ｂ 

富浦 

13 仁玉岡区 Ｃ  40 飯岡岡区 Ｂ 

14 仁玉浜区 Ａ  41 行内区 Ａ 

15 中谷里岡区 Ｂ  42 平松岡区 Ｂ 

16 中谷里浜区 Ａ  43 平松浜区 Ａ 

17 川向区 Ａ  44 横根岡区 Ｂ 

18 神宮寺岡区 Ｂ  45 横根西浜区 Ａ 

19 神宮寺浜区 Ａ  46 萩園区 Ａ 

20 井戸野浜区 Ａ  47 双葉町区 Ｂ 

21 駒込浜区 Ａ  

三川 

48 曽根区 Ｂ 

豊畑 

22 井戸野上通り区 Ｃ  49 目那区 Ｂ 

23 井戸野中通り区 Ｃ  50 犬林区 Ｂ 

24 井戸野下通り区 Ｃ  51 上宿区 Ｂ 

25 泉川区 Ｃ  52 後区 Ｂ 

26 駒込岡区 Ｂ  53 下宿区 Ｂ 

27 大塚原区 Ｂ  54 浜区 Ａ 

    55 県営飯岡団地 Ｂ 

 

（注）緊急度は、避難する必要が高いものからＡ⇒Ｂ⇒Ｃ⇒Ｄとする。 

Ａ：東日本大震災において津波による浸水被害のあった地区（２７区） 

Ｂ：津波高１０ｍで浸水被害が想定される地区（２１区） 

Ｃ：津波高１０ｍで浸水被害の想定はないが避難を必要とする地区（７区） 

Ｄ：避難対象地域には該当しないものの標高１０ｍ以下の地区 
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３ 津波避難拠点・避難路の指定 

避難目標地点は、津波避難拠点あるいは避難対象地域外を目標とする。 

(1) 津波避難拠点の指定 

  市内の津波避難ビル及び津波避難場所を以下の表２及び図２（P.7）のとおり定める。 

 

表 2 津波避難拠点一覧 

№ 避難施設名 所在地 

土地 

標高 

（ｍ） 

避難地 

GL 

から

（ｍ） 

建物 

標高

（ｍ） 

構造 

沿岸と 

の距離

（ｋｍ） 

収容 

人数 

※1 

津波避難ビル等 

1 飯岡小学校 
飯岡 

2020-1 
6.7  

本（北）校舎 

３階以上 
8.3 15.0  ＲＣ３階 約 0.3 1,400 

2 下永井団地 
飯岡 

3491 
6.4  住宅２階以上 3.6 10.0  ＲＣ４階 約 0.3 80 

3 飯岡避難タワー 
飯岡 

2164-1 
3.9  津波避難タワー 10.0 13.9  鉄骨 約 0.14 100 

4 
いいおか 

潮騒ホテル 

萩園 

1437 
4.7 宿舎屋上 11.0 15.7 ＲＣ３階 約 0.05 600 

5 双葉団地Ａ 
萩園 

1243-7 
6.0  住宅３階以上 6.2 12.2  ＲＣ４階 約 0.2 120 

6 いいおか保育所 
萩園 

1752-1 
7.0 園舎屋上 7.4 14.4 ＲＣ２階 約 0.7 300 

7 三川小学校 
三川 

4643 
6.1  

特別教室棟 

２階以上 
4.4 10.5  ＲＣ２階 約 0.5 1,000 

8 三川避難タワー 
三川 

5885-2 
4.6  津波避難タワー 8.0 12.6  鉄骨 約 0.15 100 

9 矢指小学校 
椎名内 

1278 
6.1  体育館２階 ※2 4.9 11.0  ＲＣ１階 約 1.0 120 

10 日の出山公園 
椎名内 

3881 
6.0 築山頂上部 7.0 13.0 築山 約 1.0 500 

11 矢指避難タワー 
椎名内 

1173-2 
3.1  津波避難タワー 10.0 13.1  鉄骨 約 0.4 100 

12 富浦小学校 
中谷里 

3383-2 
6.0  

管理教室棟 

２階以上 
4.1 10.1  ＲＣ２階 約 1.6 1,050 

13 かんぽの宿旭 
仁玉 

2280-1 
4.1  宿舎３階以上 8.9 13.0  SRC10 階 約 0.1 1,000 

14 富浦避難タワー 
神宮寺 

1797-5 
3.6  津波避難タワー 9.0 12.6  鉄骨 約 0.28 100 

 

※1 収容人数は一時滞在が可能な人数のことで、指定避難所における長期滞在の収容人数とは異なる。 

 

※2 体育館２階のミーティングルーム及びギャラリー（館内の両脇などにある上部通路のこと）を対象とする。 
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№ 避難施設名 所在地 

土地 

標高 

（ｍ） 

避難地 

GL 

から

（ｍ） 

建物 

標高

（ｍ） 

構造 

沿岸と 

の距離

（ｋｍ） 

収容 

人数 

津波避難場所 

1 上永井公園 
上永井 

1309-1 
65.9         約 0.1  

2 塙高台 
古城坂 

ルート 
38.7          約 1.1  

3 横根高台 
横根坂 

ルート 
52.8          約 1.4  

4 飯岡中学校 
横根 

3746 
7.6 校舎屋上 ※3 8.4 16.0 ＲＣ２階 約 1.0 1,500 

5 三川高台 
恵天堂坂 

ルート 
59.1          約 2.1  

6 海上公民館 高生 1 8.0        SRC２階 約 3.6  

7 
旭中央病院附属 

看護専門学校 

イの 

1182 
7.7        ＲＣ５階 約 2.6  

8 中央小学校 
ハの 

74 
8.4        ＲＣ３階 約 2.9  

9 第一中学校 
ハの 

2304 
7.8        ＲＣ４階 約 2.6  

10 第二中学校 
ニの 

2510-1 
6.6        ＲＣ３階 約 3.4  

11 豊畑小学校 
井戸野 

2738 
6.5        ＲＣ２階 

約 1.3 

（河川から） 

 

※3 飯岡中学校は津波浸水想定区域外であるが、屋上部分への津波避難が可能なため、建物標高及び屋上部分

の一時収容人数を示す。 

 

 

 

 津波避難拠点の整備にあたっては、以下の点に留意する。 

○津波避難ビル等は、避難困難地域の避難者や避難が遅れた避難者が緊急的・一時的

に避難するための施設である。時間に余裕がある場合は、できるだけ避難対象地域

外への避難を促すよう周知する。 

○津波避難拠点では、避難者に対して津波観測情報や被害状況、津波警報等の切り替

えや解除の情報等を適時、的確に伝達することができるよう、情報機器（戸別受信

機、ラジオ等）を優先的に整備する。 

(2) 避難路の指定 

避難対象地域から避難場所までの避難路を、以下の各項に基づき図２（P.7）のとおり

定める。 

 

ア がけ崩れや液状化による道路の寸断、建物や塀等の倒壊や落下物など、避難時の

危険が少ないこと。 
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イ 避難者数など（観光客などを含む）を考慮して、幅員が広いこと。 

ウ 防潮堤や胸壁等の避難障害物を回避する対策（例えば階段等の設置）が図られて

いること。 

エ 津波が予想より早く到達する場合や河川を遡上することを考慮し、海岸沿いや河

川沿いの道路は除くこと。 

オ 電柱などの倒壊物、看板等の落下物による危険が少ないこと。 

カ 避難路沿いには、火災・爆発等の危険の大きい工場等がないこと。 

  

(3) 津波避難拠点・避難路の周知 

市民や観光客、車両通行者に津波避難拠点の位置を周知するために、津波ハザードマ

ップや広報紙への記載のほか、位置を示す案内板等を整備する。 
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図 2 避難対象地域及び津波避難拠点・避難路 

旭 
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４ 避難方法 

避難方法は、以下の理由により、原則として徒歩避難とする。 

・対象となる地域一帯は道路が狭く、塀などの倒壊により道路が寸断される危険がある

上に液状化が発生する可能性も高いため、円滑な避難ができない恐れがある。 

・多くの住民が自動車で避難することにより、渋滞や交通事故等が発生し、避難の遅れ

や防災活動の支障となる恐れがある。 

 

なお、避難行動要支援者等で自力による避難が困難な方などやむを得ない場合は、自転

車、オートバイ又は自動車の乗り合わせ等により避難する。 

市は自動車による避難を必要とする避難行動要支援者や避難困難地域を抱える区や自主

防災組織等に対し、次の点を遵守するように指導、啓発する。 

 

自動車利用避難の準備・遵守事項 

事

前

の

準

備

事

項 

○対象者の選定等 

・徒歩では津波到達予想時間内に浸水想定区域外へ移動できない避難行動要支援者等

を選定しておく。 

・渋滞を抑制するため、出来るだけ多くの避難者が１台の車両に乗り合わせることを

決めておく。 

○避難経路の設定 

・海岸から速やかに遠ざかるため、海岸線から垂直方向に直線的な避難経路をあらか

じめ決めておく。 

・渋滞等を抑制するため、交差点はできるだけ直進又は左折を基本とする。また、避

難目標地点をあらかじめ決めておくこととし、市指定の津波避難拠点に限らず可能

な限り海岸から離れた場所を避難目標地点とする。（市外でも構わない） 

・道路の被災や通行止め等の事態を想定し、迂回ルートや複数の避難経路を決めてお

く。 

○訓練、周知 

・以上の点を訓練等で検証し、より安全性を高めるように見直しを行う。 

・また、地域住民と調整し、決定事項を地域内に周知する。 

避

難

時

の

遵

守

事

項 

○徒歩避難者の安全確保 

・徒歩による避難者が多数路上にいることを想定し、徒歩避難者の安全に十分配慮し

て運転する。 

○信号機の滅灯・道路上の障害物等 

・停電等で信号機が滅灯している交差点では、周囲の状況を確認して慎重に通過する。 

・路面に障害物が散乱していたり、橋などの構造物が壊れていたりする可能性がある

ため、道路が安全かどうか注意して運転する。 

・渋滞等を抑制するため、市指定の津波避難拠点に限らず可能な限り海岸から離れ、

坂道の頂点等で止まらないこと。 

○徒歩避難への切り替え 

・渋滞等で前に進めず、津波が背後に迫っている場合は、徒歩に切り替える。 

・駐車する場合は、緊急車両や他の避難者の通行の妨げとならないよう、できるだけ

車道以外のスペースに駐車する。 

・やむを得ず車道上に駐車する場合は、比較的幅員の広い区間の左端に駐車する。こ

の際、エンジンを止め、鍵はつけたまま、窓を閉め、ドアはロックしない。 
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５ 避難誘導 

地域住民等は、自治会等の自主防災組織を中心とする避難誘導体制に基づき、避難行動

要支援者を支援しながら、被災状況に応じて適切な避難誘導を行う。 

また、旭警察署及び消防団、各関係機関は、第３章に定める退避ルールに従い、安全が

確保されることを前提として避難誘導を実施する。 

 

６ 通行止め措置 

市は、津波襲来時の危険度が高いと予想される主要地方道飯岡一宮線については、千葉

県及び旭警察署と協力し、必要に応じて車両の通行止め措置を行うとともに、事前の周知

徹底を図るものとする。 
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第３章 初動体制 

 

１ 初動体制及び連絡 

勤務時間外に、大津波警報、津波警報、津波注意報（以下、「津波警報等」という。）が

発表された場合の、市職員の連絡・配備体制は、旭市地域防災計画の 「配備基準」 に従

い、動員指令を待つことなく自ら所定の部署に参集する。 

また、市長の決定による配備が決定された場合は、本部事務局長から各所属長に伝達を

行う。 

 

２ 配備体制 

 職員は、津波警報等が発表された場合は、旭市地域防災計画の配備基準により配備する。 

また、強い揺れを感じた場合や、ゆったりとした長い揺れを感じた場合は、情報を収集

し、情報のランクに応じた配備を行う。 

表 3 警戒体制の配備基準 

配備 基準 活動内容 対象者 

注

意

配

備 

○九十九里・外房に津波注意報が発表

されたとき 

・被害状況と情報

等の収集及び伝

達 

・災害に対する準

備処置及び応急

措置 

総務課地域安全班、

総務課の管理職及

び都市整備課、農水

産課、商工観光課※

の職員 

警

戒

配

備 

○九十九里・外房に津波警報（遠地）が

発表されたとき 

○市長が必要と認める場合 

・被害状況と情報

等の収集及び伝

達 

・関係機関への連

絡 

・局地的災害への

注意及び警戒 

全ての管理職と総

務課、建設課、都市

整備課、上下水道

課、農水産課、商工

観光課※の職員 

非

常

配

備 

○九十九里・外房に津波警報又は大津

波警報が発表されたとき 

○市長が必要と認める場合 

・災害応急対策活

動全般 

全職員 

※商工観光課は、海水浴場開設期間に限る。 

表 4 災害対策本部の設置基準 

基  準 

○市域で震度５強以上を観測したとき 

○九十九里・外房に津波警報又は大津波警報が発表されたとき 

○その他状況により市長が必要と認めたとき 

 

３ 津波情報等の収集 

市は、千葉県九十九里・外房に津波警報等が発表されたときに、警戒体制をとり、テレ

ビ、ラジオ、ホームページ、全国瞬時警報システム（J-ALERT）等から津波情報を収集する。 
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なお、通信回線の障害・不通時は、テレビ・ラジオ等から情報を入手する。 

 

４ 津波情報（大津波警報、津波警報、津波注意報） 

気象庁は、津波による災害の発生が予想される場合に、地震が発生してから約 3 分を目

標に大津波警報、津波警報、または津波注意報を発表する。また、津波による被害の心配

がない場合で、若干の海面変動が予想される場合には、津波予報を発表する。 

 

表 5 津波警報等の種類と発表される津波の高さ等 

津波警報等

の種類 

発表基準 

(H：予想高さ) 

発表する津波の高さ 
取るべき行動 数値的 

表現 
定性的 
表現 

大津波警報 

（特別警報） 

10m＜Ｈ 

5m＜Ｈ≦10m 

3m＜Ｈ≦5m 

10m 超 

10m 

5m 

巨大 

①大きな津波が襲い、甚大な被害が発生

します。 

②沿岸部や川沿いにいる人は、ただちに

高台や避難ビルなど安全な場所へ避

難してください。 

③津波は繰り返し襲ってきます。警報が解

除されるまで、安全な場所から離れない

でください。 

津波警報 1m＜H≦3m 3m 高い 
①津波による被害が発生します。 

(以下、大津波警報の②・③と同様) 

津波 

注意報 
0.2m≦H≦1m 1m (なし) 

①海の中や海岸付近は危険です。 

②海の中にいる人はただちに海からあが

って、海岸から離れてください。 

③潮の流れが速い状態が続きますので、

注意報が解除されるまで海に入ったり

海岸に近づいたりしないようにしてくださ

い。 

 

気象庁は、大津波警報、津波警報、または津波注意報を発表した場合には、津波の到達

予想時刻や予想される津波の高さなどを津波情報として発表する。 

 

表 6 津波情報の種類 

情報の種類 発表内容 

津波の到達予想時刻・予想され

る津波の高さに関する情報 

各津波予報区の津波の到達予想時刻や予想される津波

の高さを発表 

各地の満潮時刻・津波の到達予

想時刻に関する情報 
主な地点の満潮時刻・津波の到達予想時刻を発表 

【情報の収集先】 

J-ALERT、千葉県防災情報システム、テレビ、ラジオ、インターネット、 

各種メール配信サービス、旭市ライブカメラ等を活用 
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５ 海面監視・被害情報の収集体制 

市、防災関係機関、海水浴場の管理者等が相互に連携し、強い地震（震度４以上）を感

じたとき、または弱い地震であっても長い時間ゆっくりとした揺れを感じた時には、状況

に応じて、確実に安全を確保できる場所で、津波の河川遡上や潮位等の異常な変動を監視

し、被害情報の収集に努める。 

 

６ 防災事務に従事する者の安全の確保等 

(1) 防災事務に従事する者の安全の確保 

 避難広報や避難誘導を行う職員、消防団員等の防災事務に従事する者（以下「防災活

動従事者」という。）が、津波浸水想定区域内での活動が想定される場合には、津波到達

予想時間、出動時間、退避時間等を考慮して、次の退避ルールに基づいて安全を確保し、

住民にも周知する。 

《退避ルール》 

ア 原則 

津波想定浸水区域内では、気象庁が発表する津波警報の情報を入手するまでは、原則と

して退避を優先することを原則とする。 

イ 浸水想定区域内の活動 

活動指揮者（隊長、団長、班長、区長等）の指揮の下で、個々の防災活動従事者（隊員、

団員、班員等）は安全を確保する。 

① 活動指揮者 

・あらかじめ、退避命令を防災活動従事者に伝達する手段（サイレン、無線、携帯電話な

ど）を複数指定し、周知しておく。 

・発災時は、気象庁の津波情報をもとに「退避時刻｣を設定し、防災活動従事者に周知する。 

「退避時刻」＝「津波到達予想時刻」－「退避時間」－「安全時間」 

＜例＞津波到達予想時刻が 15 時 30 分と発表された場合、退避時間 10 分かつ安全時間

15 分とする場合、退避時刻は 15 時 5 分となる。 

（注）「退避時間」と「安全時間」は、次の要領であらかじめ設定しておく。 

「退避時間」：主な活動現場から浸水想定区域外への退避経路を設定し、その

経路距離を移動速度(※)で除して算定する。 

※国土交通省の東日本大震災の被災現況調査結果（第 3 次報告）

では、避難速度に関して、徒歩は平均 38.3ｍ/分、自動車は平

均 150.0ｍ/分である。 

「安全時間」：確実に退避するために見込む余裕時間で、約 15 分とする。 

・退避時刻に達した際には、直ちに退避を指示する。 

津波観測に関する情報 実際に津波を観測した場合に、その時刻や高さを発表 

沖合の津波観測に関する情報 

沖合の観測データにより、沿岸に顕著な津波が押し寄せ

る恐れが認められた場合に沖合での数値、沿岸で推定さ

れる高さを発表 
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・現場の状況や津波監視情報等により危険を察知した場合は、退避時刻前でも直ちに退避

を指示する。 

② 防災活動従事者 

・救命胴衣（ライフジャケット）を着用し、１班３名以上で活動する。 

・車両を離れる場合は１名を車両に残し、本部又は活動指揮者と連絡をとれる状態にして

おく。 

・車両は直ちに退避できるよう、停車位置や向きに注意する。 

・緊急の退避経路を確保できない浸水想定区域には、進入しない。 

・退避時刻に達した際には、直ちに退避を開始する。 

・退避時刻前に危険を察知した場合は、住民と一緒になって率先避難を開始する。 

(2) 防災施設の安全対策の検討 

 災害対策本部や防災行政無線の通報設備が設置される市役所、消防署や消防団詰所な

どの防災施設の安全性の点検、移転を含めた安全対策の検討を実施する。 
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第４章 津波情報の伝達及び避難指示の発令 

 

１ 津波情報等の伝達系統と伝達手段 

津波警報等の伝達系統は次の図のとおりとし、津波警報等の解除についてもこの系統

図に準ずる。 

なお、津波浸水想定区域内での広報活動（広報車の巡回、警鐘等）については、予想

される津波の規模や到達時間等を考慮し、安全が確保されることを前提に行う。 

 

 

図３ 情報連絡系統 
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２ 避難指示の発令 

避難指示の発令基準及び住民に求める行動は、次のとおりとする。 

発令基準 発令種類 対象区域 ※ 住民に求める行動 

大津波警報 

（特別警報） 
避難指示 

緊急度Ａ～Ｃの区 

（５５区） 

陸域に津波が襲い、浸水する

おそれがあるため、沿岸部や川

沿いにいる人は、ただちに高台

や避難ビルなど安全な場所へ

避難するとともに、警報が解除

されるまで、安全な場所から離

れない。 津波警報 避難指示 
緊急度Ａの区 

（２７区） 

津波注意報 避難指示 
海岸堤防より海側の地域

（海岸・港湾等） 

海岸堤防より海側の地域（海

岸・港湾等）にいる人は、ただち

に海岸から離れるとともに、注意

報が解除されるまで海岸に近づ

かない。 

※対象区域の区分は、「２ 避難対象地域 表１避難対象地域に該当する区」(P.3)による 

 

３ 避難指示の内容 

市は、避難指示を発令する場合は、可能な限り次の事項を明示して、避難行動の迅速化

と安全を図る。 

ア 避難対象地域 

イ 避難先 

ウ 避難理由 

エ 避難路 

オ 避難時の服装及び携行品 

カ 避難行動における注意事項 

 

４ 避難指示の発令手順 

避難指示の発令及び解除は、市長が基準に該当する事態を認知した後、直ちに行う。市

長が不在又は市長に連絡がとれない場合は、副市長、総務課長の順位でこれを代行する。 

 

５ 避難指示の解除 

津波警報等が解除された場合に避難指示を解除する。 

 

６ 津波情報、避難指示の伝達方法 

 消防庁・気象庁が発表した津波情報及び市が発令する避難指示は、以下に示す要領によ
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り、直ちに住民及び海岸付近に滞在する観光客や釣り客等に対して迅速かつ正確に伝達・

周知する。 

(1) 第１報：Ｊ－ＡＬＥＲＴによる自動放送 

 Ｊ－ＡＬＥＲＴで受信した津波警報等は、防災行政無線を自動起動させて放送し、現

行の放送文により周知する。 

 

(2) 第２報～４報：職員による防災行政無線からの広報 

第２報：津波警報等の発表 

第３報：「避難指示」の発令 

第４報以降：「防災活動従事者の退避命令」、「避難所開設」、「津波観測（被害）情

報」の広報 

(3) 緊急速報メールの活用 

市は、緊急速報メールによる一斉配信（携帯電話会社が気象庁の津波警報等を一斉配

信）により、津波に関する情報を伝達するに当たり、次の事項に配慮する。 

ア 津波に関する情報が、地域住民及び観光客等並びに防災関係機関に対し、正確か

つ広範に伝達されること。 

イ 地震が発生した場合、報道機関の協力を得て地域住民等に対し広報を行うこと。 

ウ 船舶に対する津波警報等の伝達は、海匝漁業協同組合を通じて行う。 

エ 管轄区域内の被害状況の迅速・確実な把握 

  

津波警報等に関する広報の文案を、次ページに示す。 
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表７ 津波警報等に関する広報文例 

分類 

津波警報の発表基準等と 

情報文のあり方に関する提言 

第１報：津波警報等 

発表 

第２報：津波警報等発表 

第３報：避難指示 第４報以降：避難所開設 第４報以降： 

その他の 

伝達広報 

（J-ALERT 自動放送後） 
（携帯電話各社一斉配

信後） 

津波の高さ表現 

《５段階》 

想定される津波のリスクと 

とるべき行動 

「J-ALERT 自動放送」の広

報文 

「防災行政無線」 

の広報文例 

「緊急速報メール」 

の広報文例 

「防災行政無線」「緊急速報メール」 

の発令内容例 

「防災行政無線」「緊急速報メー

ル」の広報文例 

津
波
注
意
報 

１ｍ 

（0.2m≦高さ≦1m） 

・海の中や海岸付近では津

波による被害が生じる。 

・海の中にいると速い流れ

に巻き込まれる。 

・養殖筏の流失や小型船舶 

の転覆などが生じる。 

・ただちに海から離れるこ

と。 

□ サイレン音 (10 秒) 

→ 2 秒休止  

→ サイレン音 (10 秒) 

 

 津波注意報が発表されま

した。 

 海岸付近の方は注意して

ください。 

こちらは防災あさひです。 

□ 上りチャイム  

こちらは防災あさひです。 

津波注意報が発表されまし

た。 

 海岸堤防より海側にいる方

はただちに避難してください。 

→ 下りチャイム 

 

 

 

 

 

・津波注意報 

 海岸堤防より海側にい

る方はただちに避難して

ください。 

（旭市） 

□ 上りチャイム 

こちらは防災あさひです。 

 津波注意報が発表されたため、海岸堤

防から海側に対して避難指示を発令しま

した。 

 海岸にいる方は、ただちに避難してくだ

さい。 

→ 下りチャイム 

 ・防災活動従事者

への退避命令 

・気象庁の情報文

やテレビ・ラジオ

等で収集した情

報を、状況に応

じて広報 

 

《例示》 

津波到達（予想）

時刻、予想される

津波の高さ、観測

された津波の観

測値、これまでの

最大波、後続波

等への警戒呼び

かけ、先に津波が

到達した地域の

被害情報,津波警

報等の解除まで

は避難継続など 

津
波
警
報 

３ｍ 

（1m＜高さ≦3m） 

・標高の低いところでは津波

が襲い被害が生じる。 

・浸水被害が発生し、人は

津波による流れに巻き込ま

れる。 

・ただちに高台や避難ビル

など安全な場所へ避難。 

□ サイレン音 (5 秒) 

→ 6 秒休止 

→ サイレン音 (5 秒) 

 

 津波警報が発表されまし

た。 

 海岸付近の方は高台に避

難してください。 

 こちらは防災あさひです。 

□ サイレン音 (5 秒) 

→ 6 秒休止 

→ サイレン音 (5 秒) 

  

津波警報。津波警報。 

 高い津波がきます。 

 ただちに海岸や河川から離

れ、高い場所に避難してくだ

さい。 

 こちらは防災あさひです。 

 

 

 

 

・津波警報 

 高い津波がきます。 

 ただちに海岸や河川か 

ら離れ、高い場所に避難

してください。 

 （旭市） 

□ サイレン音 (5 秒) 

→ 6 秒休止 

→ サイレン音 (5 秒) 

 津波警報が発表され、海岸周辺地区に

対して避難指示を発令しました。 

 ただちに海岸や河川から離れ、高い場

所に避難してください。 

 こちらは防災あさひです。 

□ 上りチャイム 

こちらは防災あさひです。 

○○小学校、○○公民館・・・

を避難所として開設しました。 

なお、海岸周辺地区の方は自

宅には帰らないで下さい。 

（繰り返しお知らせします。） 

→ 下りチャイム 

大
津
波
警
報 

５ｍ 

（3m＜高さ≦5m） 

・津波が襲い甚大な被害が

生じる。 

・木造家屋が全壊・流失し、 

人は津波による流れに巻き 

込まれる。 

・ただちに高台や避難ビル 

など安全な場所へ避難。 

□ サイレン音 (3 秒) 

→ 2 秒休止 

→ サイレン音 (3 秒) 

→ 2 秒休止 

→ サイレン音 (3 秒) 

  

大津波警報。大津波警

報。 

（※東日本大震災クラスの津

波がきます。） 

 ただちに高台に避難してく

ださい。 

 こちらは防災あさひです。 

 

※東日本大震災クラスの津

波が予想される場合のみ放

送される。 

□ サイレン音 (3 秒) 

→ 2 秒休止 

→ サイレン音 (3 秒) 

→ 2 秒休止 

→ サイレン音 (3 秒) 

 

 大津波警報。大津波警報。 

 巨大な津波がきます。 

 ただちに海岸や河川から遠

く離れ、高い場所に避難してく

ださい。 

 こちらは防災あさひです。 

【命令調で伝達する場合】 

 大津波警報。大津波警報。 

 大至急、避難せよ。 

巨大な津波がくる。 

 ただちに海岸から遠く離 

れ、高い場所に避難せよ。 

 （繰り返す。） 

 

 

 

 

 

 

・大津波警報 

 巨大な津波がきます。 

 ただちに海岸や河川か 

ら遠く離れ、高い場所に

避難してください。 

 （旭市） 

□ サイレン音 (3 秒) 

→ 2 秒休止 

→ サイレン音 (3 秒) 

→ 2 秒休止 

→ サイレン音 (3 秒) 

 大津波警報が発表され、海岸周辺地区

に対して避難指示を発令しました。 

 ただちに海岸や河川から遠く離れ、高い

場所に避難してください。 

 こちらは防災あさひです。 

【命令調で伝達する場合】 

 緊急避難命令。 

 大津波警報。 大至急、避難せよ。 

 海岸周辺地区に避難指示を発令した。 

 ただちに海岸から遠く離れ、高い場所に

避難せよ。 

 （繰り返す。） 

□ 上りチャイム 

こちらは防災あさひです。 

○○小学校、○○公民館・・・

を避難所として開設しました。 

なお、海岸周辺地区の方は自

宅には帰らないで下さい。 

（繰り返しお知らせします。） 

→ 下りチャイム 

１０ｍ 

（5m＜高さ≦10m） 

・巨大な津波が襲い甚大な 

被害が生じる。 

・木造家屋が全壊・流失し、 

人は津波による流れに巻き 

込まれる。 

・ただちに高台や避難ビル 

など安全な場所へ避難。 

１０ｍ超 

（10m＜高さ） 

・巨大な津波が襲い壊滅的

な被害が生じる。 

・木造家屋が全壊・流失し、 

人は津波による流れに巻き 

込まれる。 

・ただちに高台や避難ビル 

など安全な場所へ避難。 
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第５章 避難行動要支援者、観光客等の避難対策 

 

１ 避難行動要支援者の避難対策 

市と自主防災組織は、自らの行動等に制約のある避難行動要支援者が円滑に避難できる

よう現状把握に努める。併せて市はそのための環境整備や啓発等を実施する。 

(1) 環境整備 

市は、避難所、避難路等の指定に当たっては、地域の避難行動要支援者の実情を踏ま

え、安全性や利便性に配慮した案内板等を設置して環境整備に努める。 

(2) 情報伝達 

津波予報、避難指示等の住民等への伝達手段は、防災行政無線（同報系）等の音声伝

達が主体となっている。そのため、市は、情報の伝わりにくい避難行動要支援者に対し

ては、自主防災組織や消防団及び近隣者による支援体制の確立を目指す。 

(3) 社会福祉施設等の避難対策 

市は、高齢者が入居する社会福祉施設等においては、施設管理者等に対し、施設利用

者の安全を確保するための体制整備や施設整備について指導する。 

(4) 在宅者への対策 

ア 市と自主防災組織は、あらかじめ自主防災組織単位に避難行動要支援者の人数及び

介護者の有無等の状況を把握し、民生委員や地区社会福祉協議会等と連携を図り、地

域全体で避難誘導、情報伝達、救助等の体制を整備する。 

イ 津波警報等の発表により、市長から避難指示が発令されたときは、アに掲げる者の

避難所までの介護及び搬送は、自主防災組織を中心に、消防団等が協力して行う。 

(5) 啓発 

市は、避難行動要支援者やその家族に対し、防災パンフレット等の配布や、地域の防

災訓練への参加等について積極的に呼びかけを行うなど、避難の際の行動や津波に対す

る知識について啓発する。 

 

２ 観光客等の避難対策 

市は、関係団体と共同して、海水浴客や釣り客等の観光客への避難対策を実施する。 

(1) 情報伝達 

ア 観光施設、宿泊施設等の施設管理者がいる場合には、防災行政無線（同報系）の戸

別受信機の設置等により伝達手段を確保する。 

イ 屋外にいる者に対しては、防災行政無線（同報系）の屋外拡声器、ホーンアレイス

ピーカー等により伝達する。 

(2) 避難場所等の看板、誘導標識の設置 

市は、観光客等の来訪者に対しては、海抜・津波浸水予想地域、避難方向（誘導）や避

難所等を示した案内看板等の設置に努める。 
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第６章 津波に対する防災教育、広報・啓発及び訓練の実施 

 

１ 津波に対する教育・啓発 

津波発生時に円滑な避難が行われるよう、「旭市地震津波避難計画＜地域住民編＞」等を

用いて、津波避難に関する基礎情報を提供する。また、学校や地域社会において、津波の

基礎知識や津波に関する心得の普及啓発を図り、各地区の実情に応じた広報や訓練を実施

する。 

(1) 普及・啓発 

家庭、学校、地域社会（自主防災組織、自治組織、消防団等）、事業所等において、津

波に対する心得の普及・啓発に当たる。また、市は、強い地震（震度４以上）を感じた場

合は、住民が、避難指示を待たず、自主的に避難の準備をするよう啓発をする。 

なお、東日本大震災では、消防団員をはじめ地域住民の避難誘導を行った関係者に大

きな被害が発生している。迅速な避難行動は我が身の安全だけでなく、避難誘導を行う

多くの人の安全に繋がることを十分に周知することが重要である。 

(2) 自主防災組織の育成 

自主防災組織は地域の安全を守るために基礎となる地域組織であり、津波対策をはじ

め、防災の観点からも組織の育成を促進しなければならない。組織の育成に当たっては、

各地区の実情に配慮し、住民が自発的に参加できる方策を考慮する。 

(3) 防災リーダーの育成 

消防団員、自主防災組織、自治組織、ボランティア、事業所の防災担当者等の中から、

津波対策をはじめとする防災リーダーとなる人材の育成をする。 

(4) ワークショップの開催 

市は、対象となる地区及び自主防災組織、消防団を支援し、市が作成した防災マップ

を基に、避難所、避難路、避難経路、危険箇所などを確認する「ワークショップ」を定期

的に実施する。また、児童・生徒へ発達段階に応じた体験学習等を実施し津波知識の向

上を図る。 

(5) 観光客等に対する啓発 

津波に対する心得や海岸地域の津波の危険性、避難所等を掲載した啓発用チラシを釣

具店や宿泊施設において配布する。 

(6) 被災経験の保存 

東日本大震災による被災の記憶を風化させないために、旭市防災資料館を積極的に活

用するほか、被災現場の保存、表示板の作成やモニュメントの設置など目に見える形で

の保存や被災体験を語り継ぐことにより、地域住民及び観光客へ防災に対する意識を高

める。 

 

２ 津波に対する避難訓練の実施 

津波避難対策の課題検証と、関係機関及び住民の自主防災組織との協調体制を強化する

目的で大規模な地震を想定した津波避難訓練を実施する。訓練参加者には、津波に関する
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啓発を行い、併せて訓練終了後には検討会を開催して、訓練内容、方法、問題点等の検証

に努める。 

(1) 実施訓練の目的、体制 

津波発生時の円滑な避難に資するため津波避難訓練を実施する。訓練の実施に当たっ

ては、地域住民はもとより、漁業関係者、沿岸付近の観光施設・宿泊施設の管理者等の参

加を得ながら、地域が一体となった防災体制を確立する。 

(2) 訓練の内容 

地域の実情を踏まえ、下記の事項について実施する。 

ア 要員参集訓練及び本部運営訓練 

イ 津波注意報・警報及び津波情報の収集・伝達訓練 

ウ 避難指示の発令・伝達訓練 

エ 津波避難訓練 

オ 避難行動要支援者、滞留旅客等に対する避難誘導訓練 

カ 津波監視訓練 



 

 

 

 

 


